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太陽光発電の適正な導入に向けた林地開発許可制度の 
見直し

しいたけの植菌地を原産地とする表示が 
スタート

トピックス
1

トピックス
2

Ø	これまで、しいたけの原産地は採取地を表示することとされていたが、近年、国産として販売
されるしいたけの中に、海外で植菌・培養された輸入菌床に由来するものが増加し、消費者が国
内で植菌されたものと区別できない状況

Ø	消費者の自主的かつ合理的な食品選択に資するため、2022年３月、消費者庁が「食品表示基
準Q&A」を改正し、植菌地を原産地として表示するようルールを見直し

Ø	生しいたけは2022年９月末日まで、しいたけ加工食品は2023年３月末日までに新たな表示
ルールに対応

太陽光発電設備の設置を目的とした
林地の開発件数の推移

小規模林地開発地の面積と土砂流出等の発生割合
（太陽光発電とそれ以外の開発との比較）

　注： 「１ha超」は、各年度の林地開発許可件数（新規許可のみ）。
「１ha以下」は、各年度に提出された伐採届のうち、転
用目的が太陽光発電である件数（H25にはH24.7～
H25.3を含む。）。

資料：林野庁治山課調べ。
　注：破線は縦軸を対数化して導いた回帰曲線。
資料：林野庁治山課調べ。
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Ø	太陽光発電設備の設置を目的とした林地の開発行為が増加。災害や景観等への懸念から、地域
との共生に向けた制度の見直しを求める声

Ø	太陽光発電に係る林地開発許可基準に関する検討会において、太陽光発電設備に係る林地開発
による土砂流出等の発生状況を踏まえ、規制規模の引下げ等を提言

Ø	太陽光発電設備に係る林地開発については、2022年９月に森林法施行令を改正し、規制規模
を現行の１ha超から0.5ha超に引下げ（2023年４月施行）

図表  海外からのしいたけ菌床輸入量（月別）

　注：きのこ菌糸（しいたけのもの）の輸入量を計上。
資料：財務省「貿易統計」
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Ø	2021年６月に閣議決定された「森林・林業基本計画」等を踏まえ、「グリーン成長」の実現に
向けた木材生産や再造林･保育を担う林業労働力の確保を促進するため、「林業労働力の確保の
促進に関する基本方針」を2022年10月に変更

林業従事者が生きがいを持って働ける魅力ある林業へ
～「林業労働力の確保の促進に関する基本方針」の変更～

国有林野における樹木採取権制度による
事業がスタート

J-クレジット制度の活用等を通じて森林整備と企業等の
脱炭素の取組の好循環を創出
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Ø	樹木採取権制度は、効率的かつ安定的な林業経営の育
成を図るため、国有林野の一定区域において公益的機能
を確保しつつ、一定期間、安定的に樹木を採取すること
ができる権利を民間事業者に設定する制度。同制度に基
づき、2021年９月から、区域面積が200～300ha程
度（皆伐相当）、権利存続期間が10年程度を基本に、全
国10か所で樹木採取区を指定

Ø	2022年10月までに８か所において樹木採取権を設
定し、樹木の伐採等の事業が開始

Ø	同制度により、樹木採取権者の経営基盤の強化に加え、
地域における木材のサプライチェーンの強化につながる
ことを期待

Ø	J-クレジット制度は、温室効果ガスの排出削減・吸収量をクレジットとして国が認証する制度。
脱炭素に取り組む企業等に、森林整備の取組によって創出されたクレジットを購入してもらうこ
とで、その収益により更に森林整備が促進され、2050年カー
ボンニュートラルに貢献

Ø	2022年８月、クレジットの創出を推進するため、主伐後
再造林する場合は吸収分を排出量から控除する等のルール改
正を実施

Ø	「脱炭素」という視点等から企業等による森
も

林
り

づくりを促進
するため、林野庁では、新たに「森林×脱炭素チャレンジ」を
創設。2022年は10件の取組を表彰

※申請無しの２か所については指定を解除

樹木採取区の指定箇所

・  「新しい林業」の実現に必要な造林や ICT等の知識や技術、技能を持つ
人材の確保・育成を推進

・  極めて高い労働災害の発生状況を改善するため、小規模経営体の安全
対策強化や、高性能林業機械等の導入・開発を促進

・  地域の実情に応じた林業への新規参入・起業等の取組を促進

・  女性の活躍・定着の促進、外国人材の適正な受入れ チェーンソーの安全な使い方を研修

株式会社栃毛木材工業は、2022年に栃木県内
で初めてクレジットの認証を取得し、足利銀行
の仲介で県内企業３社に50CO2トンずつ販売




